
平成 13年 3月期 決算短信 (連結)  平成 13年 5月 23日

上   場   会   社   名    日本精工株式会社 上場取引所 東 大 名 福 札
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　　　　　　  氏　　        名　　　三木　玄夫 TEL (03) 3779 - 7056
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親会社名　　   　     （コード番号：　-） 親会社における当社の株式保有比率：　    -   　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年  3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 533,144 9.6 25,841 75.8 19,068 124.6

12年  3月期 486,539 2.9 14,701 13.2 8,490 9.0

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 11,425 308.2 20.35 20.19 5.2 2.8 3.6

12年  3月期 2,798 - 4.98 - 1.3 1.3 1.7

(注)①持分法投資損益 13年  3月期            3,228 百万円          12年  3月期            3,298 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年  3月期   561,338,936 株　　　12年  3月期   561,500,682 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 680,457 227,383 33.4 405.12

12年  3月期 668,774 215,991 32.3 384.65

(注)期末発行済株式数（連結）　13年  3月期   561,280,609 株　　　12年  3月期   561,524,945 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年  3月期 24,444 △ 19,714 △ 20,140 46,712

12年  3月期 20,371 15,244 △ 19,071 61,613

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  67　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　22　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）7　社  （除外）14　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 14年  3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 250,000 7,000 8,000

通　　期 530,000 18,000 12,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   21 円 38 銭 
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１．企業集団の状況 
事業の内容 
当社グループは、当社、子会社６７社及び関連会社２２社により構成されており、軸受、自動車関連部品、精

密機器関連部品・電子応用製品の３部門に関係する事業を主として行っております。その製品は、自動車、電

機・情報機器、工作機械、産業機械、鉄道・産業車両、鉄鋼等多くの産業に使用されております。 
軸受については玉軸受、ころ軸受及びそのユニット製品を製造しております。自動車関連部品についてはステ

アリング、シートベルト、自動変速機（ＡＴ）用部品等があります。精密機器関連部品についてはボールねじ、

リニアガイド等の精密直動案内部品があり、電子応用製品についてはメガトルクモータ、精密位置決めテーブ

ル等の精密メカトロニクス機器があります。 
  各事業における当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 
  なお、当社は事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりますため、当社の事業部門の区分によって
記載しております。 

    事 業 部 門                   主 要 製 造 会 社                         主 要 販 売 会 社 

                         当    社                                 当    社 

                         エヌエスケー・マイクロプレシジョン（株）     エヌエスケー販売（株） 

                       ※井上軸受工業（株）                       エヌエスケー・オートリブ（株） 

                         ＮＳＫコーポレーション社                 ＮＳＫコーポレーション社 

                         ＮＳＫブラジル・ベアリング社             ＮＳＫプレシジョンアメリカ社 

           玉  軸  受    ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社           ナステック社 

                         ＮＳＫイスクラ社                         ＮＳＫカナダ社 

                         ＮＳＫベアリング・インドネシア社         ＮＳＫブラジル・ベアリング社 

                         ＮＳＫマイクロプレシジョン（Ｍ）社       ＮＳＫ ＵＫ社 

軸  受                   昆山恩斯克有限公司                       ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社 

                         ＮＳＫ韓国社               ＮＳＫドイツ社 

           ころ軸受      当    社                                 ＮＳＫイスクラ社 

                  ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社           ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

          針状ころ軸受 ※エヌエスケー・トリントン（株）      ＮＳＫシンガポール社 

                  新日本鋼球（株）                         昆山恩斯克有限公司 

          鋼球（部品） ※(株)天辻鋼球製作所                       ＮＳＫ韓国社 

                         ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール社 

                         NSK-AKS プレシジョンボール・ヨーロッパ社 

当    社                                                

                       ※エヌエスケー・ワーナー（株）           

自動車関連部品           エヌエスケー・オートリブ（株） 

                       ナステック社 

ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社 

精密機器関連部品         当    社                  

電子応用製品           ＮＳＫプレシジョンアメリカ社 

※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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   以上の事業の概略を系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 
 
                  代 理 店 ・ 販 売 店 ・ 大 口 需 要 先 等 
 
 

国内販売会社              海外販売会社 

        ｴﾇｴｽｹｰ販売㈱               NSK ｶﾅﾀﾞ社 

                                    NSK UK社 

                                    NSK ﾄﾞｲﾂ社 

                                    NSK ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)社 

                                    NSK ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ社                                                                     

国内製造・販売会社                         

  ｴﾇｴｽｹｰ･ｵｰﾄﾘﾌﾞ㈱ 

 

 

             日日日日        本本本本        精精精精        工工工工        （株）（株）（株）（株）    （当（当（当（当        社）社）社）社）                      海外製造・販売会社    

（軸受、自動車関連部品、精密機器関連部品・電子応用製品               (軸受) 

                                               の製造及び販売）              NSK ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ社 

                                                                        NSK ﾌﾞﾗｼﾞﾙ･ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ社 

                                                                        NSK ｲｽｸﾗ社 

                                                                        昆山恩斯克有限公司 

国内製造会社                   海外製造会社                             NSK韓国社 

(軸受)                          (軸受)                                (自動車関連部品)    

  ※ｴﾇｴｽｹｰ･ﾄﾘﾝﾄﾝ㈱                 NSK ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社                ﾅｽﾃｯｸ社 

    ｴﾇｴｽｹｰ･ﾏｲｸﾛﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ㈱          NSK ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ社               NSK ｽﾃｱﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑｽﾞ 

  ※井上軸受工業㈱                 NSK ﾏｲｸﾛﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ(M)社                           ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社 

(鋼球（部品）)                  (鋼球（部品）)                        (精密機器関連部品)  

新日本鋼球㈱                   NSK-AKS ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾎﾞｰﾙ社             NSK ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝｱﾒﾘｶ社                             

  ※㈱天辻鋼球製作所               NSK-AKS ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾎﾞｰﾙ 

(自動車関連部品)                                     ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ社     

※ｴﾇｴｽｹｰ･ﾜｰﾅｰ㈱                                                    

                                                                             は製品の流れ 

                                                           は部品等の流れ   

                                                                                           

 

上記以外の主要な会社として、米州、欧州におきましては、それぞれの地域の関係会社の統括を行う 

ＮＳＫアメリカズ社とＮＳＫヨーロッパ社があります。 

 

※ は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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２．経営方針 

１．経営の基本方針 
  当社は第一に、ワールドワイドに広がるユーザーの多様なニーズに対し、最高の満足度を得られる

ように技術力と生産及び販売の展開力等、総力を結集して応えてまいります。第二に、当社の基幹技

術である摩擦と潤滑を自在に制御するトライボロジー技術を通して、豊かな社会の実現と地球環境の

負荷の軽減に貢献してまいります。第三に、世界各地に広がる生産拠点が、それぞれの地域社会で良

き企業市民になることを目指しております。この三つの方針を通し、信頼されるブランドを作り上げ、

国際的に評価される優良企業の仲間入りをしたいと考えております。 
 
２． 利益配分の基本方針 
   当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきまして

は、安定的な配当を継続実施していくことを基本とし、業績水準、配当性向等を総合的に勘案して決

定していきたいと考えております。 
 
３．中長期的な経営戦略 

事業の選択と集中を図り、グローバルな視点からの事業展開の枠組み作りをし、戦略事業へ重点的

な資源の配分を行ってまいります。第一に、グローバルな視点に立ったコスト競争力を図るため「最

適地生産」のネットワークを広げながら、国内外により効率的な生産体制を構築していきます。次に

ＩＴ関連を中心とした成長分野や、グローバルな事業提携を発展させながら電動パワーステアリング

やＣＶＴなどの自動車関連の新しい事業を積極的に展開してまいります。また、東南アジア、中国、

韓国、東欧などの生産拠点を生かして、グローバルロジスティックスを展開しながら玉軸受での世界

Ｎｏ.１メーカーを目指します。 
 
４．コーポレートガバナンスの充実に関する施策 
  「経営の意思決定並びに監督機能」と「業務執行機能」の分離を行い、より効率的でかつ迅速な経

営の推進のため、取締役会の構成人数の最適化、執行役員制の導入、社外取締役の選任を平成 11年 6
月より実施しております。執行役員には積極的に若手の登用を行うと共に、主要グループ会社のトッ

プを親会社の執行役員兼任として、グループ経営力の強化を図っております。更に、社外取締役を長

とした報酬委員会により、取締役と執行役員に対する報酬体系を見直し、会社経営の透明性の向上に

努めております。 
 

５． 対処すべき課題 
徹底した固定費の削減などにより一層のコストダウンを図ると共に、棚卸資産の削減や有利子負債

の削減並びに年金財政の健全化等の財務体質の強化に努め足元の収益基盤を固めてまいります。海外

は、特に欧州の事業基盤の再構築によって海外事業の収益力を強化します。 
また、メーカーの競争力の根幹である物作りの抜本的改革を進めると共に、取引先へのサービス向

上と業務プロセスの大幅な変革に向け、「ｅ」イノベーションの取り組みを展開しております。環境

保護につきましても、中長期計画に沿って積極的に取り組んでまいります。 
このように、連結経営の時代にふさわしいグループ企業と一体となった経営を進めてまいります。 
 

６．目標とする経営指標 
   安定的な収益力を表わすものとして営業利益率を重んじ、資産の効率性を追求するとともに、キャ

ッシュ・フローにも目を向け、株主資本利益率（ROE）の向上を目指してまいります。 
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３．経営成績 

1.  当期の概況 
（１）業績 
当期におけるわが国経済は、輸出の増加やＩＴ関連需要の増大による生産の拡大、企業収益の回復基調

等、民間企業を中心とした自律的回復に向けた動きが継続したものの、所得・雇用環境の回復に遅れが見

られ、さらに、期後半には米国経済の減速から輸出の減少等を背景に生産も弱含み、全体としては先行き

に不透明感の残る状況となりました。 

一方、海外におきましては、米国経済は期前半は堅調に推移しましたが、後半以降、株価下落による個

人消費の悪化と企業の生産、雇用、設備調整等の影響により、減速傾向を辿っております。欧州経済は域

内の一部に需要鈍化の兆しはあるものの、総じて順調な状況を継続しております。アジア経済は、輸出主

導の景気回復を続けておりますが、米国経済の影響を受け期後半は、韓国、アセアンを中心に減速しまし

たものの、中国の内需拡大により全体としては、年度を通じて堅調に推移しました。 

このような状況にあって当社グループは、引き続き生産性の向上や経費節減に取り組むとともに、収益

体質の改善にむけた事業構造改革として、購入原価の削減、国内販売体制の見直し、欧州事業の再編成、

有利子負債の削減等を進めてまいりました。一方で、今後成長が期待される精密機器関連部品やグローバ

ル戦略に基づく自動車用軸受及び電動パワーステアリングにつきましては戦略的な増強投資を行ないまし

た。 

この結果、当期の業績は、売上高が 5,331 億 44 百万円と対前期比で 466 億 5 百万円（+9.6％）の増収と

なりました。また、利益につきましては、営業利益は 258 億 41 百万円、経常利益は 190 億 68 百万円と、

対前期比で、それぞれ 111 億 40 百万円（+75.8％）、105 億 78 百万円（+124.6％）の増益となりました。 

また、退職給付会計の適用に伴い、退職給付債務の積立不足の一括償却額 179 億 7 百万円を特別損失と

して計上する一方、退職給付信託を設定し、202 億 41 百万円の設定益を計上いたしました。 

これに、法人税、住民税及び事業税を計上し、税効果会計による法人税等調整額と少数株主利益を加味

しました結果、当期純利益は 114 億 25 百万円と前期に比べ 86 億 27 百万円（+308.2％）の増益となりまし

た。 

当期の期末配当金につきましては、業績及び今後対処すべき課題等を勘案いたしまして１株につき 3 円

とし、中間配当金と合わせ年間では 6円とさせていただきます。 
 

主な事業部門別業績は次のとおりであります。 
 

①軸受 

国内売上は鉄鋼及び海外へ需要移転が進む電機産業向けが減少したものの、自動車産業向けが増加

したため、前期を上回りました。また、アジアが各地域ともに大きく増加したことにより、軸受部門

全体の売上高は 3,184 億 5 百万円と、前期に比べ 151 億 66 百万円（+5.0％）の増収となりました。 
 

②自動車関連部品 

国内売上は電動パワーステアリング及びオートマチックトランスミッション用部品が増加し、また

海外も各地域とも増加した結果、自動車関連部品の売上高は 1,331 億 92 百万円と、前期に比べ 157

億 20 百万円（+13.4％）の増収となりました。 
 
③精密機器関連部品・電子応用製品 

国内売上は、半導体製造装置関連や工作機械向けなどが大きく増加し、海外も特に米州が大きく増

加したため、売上高は 580 億 18 百万円と前期に比べ 151 億 86 百万円（+35.5％）の増収となりました。 
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所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 
①日本 

国内販売では、自動車及び市販向けを中心に軸受が増加し、また、半導体製造装置関連及び工作機

械向けに精密機器関連部品・電子応用製品が大幅に増加いたしました。 

この結果、売上高は 3,470 億 65 百万円と前期に比べ 249 億 95 百万円（+7.8％）の増収となり、営

業利益は 244 億 79 百万円となりました。 

②米州 

北米については、精密機器関連部品・電子応用製品が売上を伸ばし、南米では特にブラジルで軸受

の売上が大きく増加しました。 

この結果、売上高は 764 億 46 百万円と前期に比べ 82 億 28 百万円（+12.1％）の増収となり、営業

利益は 43億 90 百万円となりました。 

③欧州 

欧州経済は順調な状況が続き、販売は好調に推移しましたが、大幅なユーロ安の影響等で円換算後

の売上高は 702 億 58 百万円と 63 億 1 百万円（+9.9％）の増収にとどまりました。ユーロ安による収

益悪化を食い止めるために生産体制の見直しや間接部門の合理化などによる事業の再編成を進めてお

りますが、結果的に今期は 29億 42 百万円の営業損失となりました。 

④アジア 

アジア経済は年度を通じて見れば堅調に推移し、アセアンや韓国、中国での販売増により売上高は

393 億 73 百万円と前期に比べて 70 億 81 百万円（+21.9％）の増収となり営業利益は 43 億 10 百万円

となりました。 
 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当期の連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ･フローは 244 億 44

百万円の増加になりました。主な内訳は、税金等調整前当期純利益が 233 億 12 百万円、減価償却費 262

億 10 百万円、物量の増加に伴う売上債権の増加額△162 億円 51 百万円及び仕入債務の増加額 46 億 60 百

万円であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出 338 億 72 百万円から投資有価証

券の売却による収入 104 億 49 百万円等を差引き、197 億 14 百万円の減少となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは 201 億 40 百万円の減少となりました。主な要因としては、借入金

の純減少額及び社債の償還による支出 472 億 66 百万円、社債及びコマーシャルペーパーの発行による収入

300 億円であります。 

 これらの増減に為替換算差額を加算した結果、現金及び現金同等物の減少額は 149 億 1 百万円となり、

当期末の現金及び現金同等物の残高は 467 億 12 百万円となりました。 
 

２．次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、米国経済の減速をきっかけに世界各地域で成長率の低下傾向が見られる

一方、日本国内においても個人消費の回復は見られず、設備投資にも鈍化の兆しがみられるなど景気回復

への移行が遅れており、停滞色の強い展開が続く可能性が懸念されております。 

次期の連結業績につきましては、需要の伸びはあまり期待できない状況下で、通期での売上高は 5,300   

億円を予想しております。収益面につきましては、より徹底した固定費の削減や棚卸資産の削減等財務体

質の強化に努め足元の収益基盤をしっかり固めていくものの、通期での経常利益は 180 億円、当期純利益

は 120 億円を予想しております。なお、通期の想定為替レートは１US$＝120 円を使用しております。 
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 ４ . 連 結 財 務 諸 表 等  

         (１）連結貸借対照表 
                                                                                                       （単位  百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度
 平成13年3月31日現在  平成12年3月31日現在 

　（ 資 産 の 部 ）

　流 　動 　資 　産 ３２１，５７５  ３９２，４５９  △７０，８８４  

現 金 及 び 預 金 １８，７４６  ２４，３４２  △５，５９６  

受取手形及び売掛金 １４８，００７  １２９，８１３  １８，１９４  

有 価 証 券 ２３，１３４  １０８，２３７  △８５，１０３  

棚 卸 資 産 １０２，３２４  １０１，５２６  ７９８  

その他の流動資産 ３０，５１７  ３０，０７９  ４３８  

貸 倒 引 当 金 △１，１５５  △１，５３９  ３８４  

　固　 定 　資 　産 ３５８，８８１  ２４７，６３１  １１１，２５０  

有 形 固 定 資 産 ２０１，５７４  １８５，３９６  １６，１７８  

建 物 及 び 構 築 物 ５９，８８９  ５９，７６４  １２５  

機械装置及び運搬具 ９４，１０３  ８６，２３６  ７，８６７  

土 地 ２５，６８８  ２３，１９２  ２，４９６  

その他の有形固定資産 ２１，８９２  １６，２０３  ５，６８９  

無 形 固 定 資 産 ２，２７９  １，９７９  ３００  

投資その他の資産 １５５，０２７  ６０，２５４  ９４，７７３  

投 資 有 価 証 券 １４６，２３５  ４１，５１６  １０４，７１９  

長 期 貸 付 金 １２８  １３５  △７  

繰 延 税 金 資 産 １，００４  １０，５７９  △９，５７５  

その他の投資その他の資産 ９，１０４  ９，０７３  ３１  

貸 倒 引 当 金 △１，４４６  △１，０４９  △３９７  

　為 替 換 算 調 整 勘 定 　　　　　― ２８，６８３　 △２８，６８３　

　資     産     合     計 ６８０，４５７　 ６６８，７７４　 １１，６８３　

科       目 　比 較 増 減
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 （単位　百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度

平成13年３月31日現在 平成12年３月31日現在

  ( 負 債 の 部 )

　流   動   負   債 ２６１，９５２  ２８２，７１９  △２０，７６７  

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 １０４，９６３  ９９，４２３  ５，５４０  

短 期 借 入 金 ９５，２１０  １０６，７６３  △１１，５５３  

コマーシャルペーパー １０，０００  　　      ― １０，０００  

社 債 ２７３  ３１，６６６  △３１，３９３  

未 払 法 人 税 等 ５，２２２  ５，５２４  △３０２  

そ の 他 の 流 動 負 債 ４６，２８２  ３９，３４２  ６，９４０  

  固   定   負   債 １７９，７４９  １６０，９５１  １８，７９８  

社 債 １１６，９８９  ９７，２７８  １９，７１１  

長 期 借 入 金 ２３，２８５  ２５，６１０  △２，３２５  

繰 延 税 金 負 債 １３，９１３  １，５３８  １２，３７５  

適格退職年金過去勤務債務 　　      ― １４，６３７  △１４，６３７  

退 職 給 与 引 当 金 　　      ― １２，２６２  △１２，２６２  

退 職 給 付 引 当 金 １４，９８６  　　      ― １４，９８６  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １，５６５  ４２４  １，１４１  

そ の 他 の 固 定 負 債 ９，００９  ９，１９９  △１９０  

  負     債     合     計 ４４１，７０１  ４４３，６７０  △１，９６９  

  （ 少数株主持分 ）

  少 数 株 主 持 分 １１，３７２  ９，１１２  ２，２６０　

  （ 資 本 の 部 ）

  資    本    金    ６７，１７５  ６７，１６７  ８  

  資 本 準 備 金 ８２，３５９  ８２，３５１  ８  

  連 結 剰 余 金 ７４，４５３  ６６，５９３  ７，８６０　

　その他有価証券評価差額金 ２７，１０７  　　      ― ２７，１０７　

　為替換算調整勘定 △２３，３１５  　　      ― △２３，３１５　

  自  己  株  式  △３４４  △２  △３４２  

  子会社の所有する親会社株式 △５１  △１１７  ６６  

  資     本     合     計 ２２７，３８３  ２１５，９９１  １１，３９２　

  負債、少数株主持分及び資本合計 ６８０，４５７  ６６８，７７４  １１，６８３　

科       目 比　較　増　減

 
                                                     

   当連結会計年度                 前連結会計年度 
（注）１．有形固定資産の減価償却累計額       ３６６，０７７百万円       ３５０，０６０百万円 
    
       ２．受 取 手 形 割 引 高              １１２百万円         １，４０１百万円 
          受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高             １２４百万円           ２５１百万円 
           保 証 債 務 等          １，９８７百万円         １，４７３百万円 
         （保証類似行為を含めております。） 
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(２)連結損益計算書 
(単位 百万円)

 科   目 

当連結会計年度 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13年 3月 31日 

前連結会計年度 
自 平成 11 年 4 月 1 日 
至 平成 12年 3月 31日      比 較 増  減  

 金 額 対売上高 
比 率 

金 額 対売上高 
比 率 

金  額 伸び率 

 
売       上       高 
売 上 原 価 
売 上 総 利 益 

 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
 ５３３，１４４ 
４２８，２９１ 
１０４，８５２ 

 
７９，０１１ 
２５，８４１ 

％ 
100.0 
80.3 
19.7 

 
14.9 
4.8 

 
 ４８６，５３９ 
３９３，７１１ 
９２，８２７ 

 
７８，１２６ 
１４，７０１ 

％ 
100.0 
80.9 
19.1 
 

16.1 
3.0 

 
４６，６０５ 
３４，５８０ 
１２，０２５ 

 
８８５ 

１１，１４０ 

％ 
9.6 
8.8 
13.0 
 

1.1 
75.8 

 
営 業 外 収 益 

 
９，６９７ 

 
1.8 

 
９，０３６ 

 
1.9 

 
６６１ 

 
7.3 

受取利息及び配当金 
持分法による投資利益 
雑 益 

 

営 業 外 費 用 

２，５５８ 
３，２２８ 
３，９１０ 

 

１６，４６９ 

0.5 
0.6 
0.7 

  

     3.0 

２，９２５ 
３，２９８ 
２，８１１ 

 

１５，２４７ 

0.6 
0.7 
0.6 

  

     3.2 

△３６７ 
△７０ 

１，０９９ 
 

１，２２２ 

△12.6 
△2.1 
39.1 
 

8.0 
支 払 利 息 
雑 損 

経 常 利 益 

９，４３０ 
７，０３９ 

１９，０６８ 

1.7 
1.3 

3.6 

１０，３３２ 
４，９１４ 

８，４９０ 

2.1 
1.1 

1.7 

△９０２ 
２，１２５ 

１０，５７８ 

△8.7 
43.2 

124.6 

特別利益 ２４，７５７ 4.6 ２１，３１８ 4.4 ３，４３９ 16.1 
投資有価証券売却益 
退職給付信託設定益 
関係会社株式売却益 
固 定 資 産 売 却 益 
過年度ダンピング税修正益 
 
特別損失 

３，６２０ 
２０，２４１ 

８９５ 
－ 
－ 
 

２０，５１４ 

0.7 
3.8 
0.1 
－ 
－ 
 

3.8 

１４，０３７ 
－ 
－ 

６，４０８ 
８７２ 

 
２１，２０８ 

2.9 
－ 
－ 
1.3 
0.2 
 

4.3 

△１０，４１７ 
２０，２４１ 

８９５ 
△６，４０８ 
△８７２ 

 
△６９４ 

△74.2 
－ 
－ 
－ 
－ 
 

△3.3 
事 業 構 造 改 善 費 用 
退職給付変更時差異 
希 望 退 職 関 連 費 用 
有 価 証 券 評 価 損 
 
税金等調整前当期純利益 

２，６０６ 
１７，９０７ 

－ 
－ 
 

２３，３１２ 

0.5 
3.3 
－ 
－ 
 

4.4 

８，６７６ 
－ 

１０，５１９ 
２，０１２ 

 
８，５９９ 

1.8 
－ 
2.1 
0.4 
 

1.8 

△６，０７０ 
１７，９０７ 

 △１０，５１９
△２，０１２ 

 
１４，７１３ 

△70.0 
－ 
－ 
－ 
 

171.1 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

８，２７１ 
２，８６１ 

1.6 
0.6 

７，７６８ 
△２，８３６ 

1.6 
△0.6 

５０３ 
５，６９７ 

6.5 
－ 

少 数 株 主 利 益 
 

当 期 純 利 益 

７５３ 
 

１１，４２５ 

0.1 
 

2.1 

８６８ 
 

２，７９８ 

0.2 
 

0.6 

△１１５ 
 

８，６２７ 

△13.2 
 
308.2 
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  (３）連結剰余金計算書 

（単位　百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
自　平成12年４月 1日 自　平成11年４月 1日
至　平成13年３月31日 至　平成12年３月31日

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ６６，５９３  ６６，１８２  ４１１  

連 結 剰 余 金 増 加 高 －　 ５７７　 △５７７　

連結子会社増加に伴う増加 －  ４８７　 △４８７　

持分法適用会社増加に伴う増加 －  ９０　 △９０　

連 結 剰 余 金 減 少 高 ３，５６５  ２，９６４  ６０１  

配 当 金 ３，３６７  ２，８０７  ５６０  

役 員 賞 与 １９８  １５７  ４１  

当 期 純 利 益 １１，４２５  ２，７９８  ８，６２７  

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ７４，４５３  ６６，５９３  ７，８６０　

　 　

科          目 比　較　増　減
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(４)連結キャッシュ・フロー計算書                      (単位 百万円) 
 

当連結会計年度 
自 平成12年4月 1日 
至 平成13年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成11年4月 1日 
至 平成12年3月31日 

比 較 増 減 
     

科         目 
金      額 金      額 金    額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ２３，３１２ ８，５９９ １４，７１３ 
2. 減 価 償 却 費 ２６，２１０ ２６，３４９ △１３９ 
3. － １，４９６ △１，４９６ 
4. 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額  
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 １３ １０８ △９５ 

5. 退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 － △１，３２６ １，３２６ 
6. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △５，５６５ ７５ △５，６４０ 
7. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △２，５５８ △２，９２５ ３６７ 
8. 支 払 利 息 ９，４３０ １０，３３２ △９０２ 
9. 有 価 証 券 評 価 損 － ２，０２０ △２，０２０ 
10. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △３，２２８ △３，２９８ ７０ 
11. △８５５ △６，４０８ ５，５５３ 
12. 

有 形 固 定 資 産 売 却 益 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △３，６２０ △１４，０３７ １０，４１７ 

13. 関 係 会 社 株 式 売 却 益 △８９５ － △８９５ 
14. 売 上 債 権 の 増 加 額 △１６，２５１ △１４，４５０ △１，８０１ 
15. 棚 卸 資 産 の 減 少 額 ７３２ ５，６５５ △４，９２３ 
16. 仕 入 債 務 の 増 加 額 ４，６６０ １７，７１７ △１３，０５７ 
17. そ の 他 ６，１３５ ２，１５５ ３，９８０ 
 小                 計 ３７，５１９ ３２，０６４ ５，４５５ 
18. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ５，３０８ ２，９１６ ２，３９２ 
19. 利 息 の 支 払 額 △９，７１７ △１０，３４４ ６２７ 
20. 法 人 税 等 の 支 払 額 △８，６６５ △４，２６４ △４，４０１ 
 営業活動によるキャッシュ・フロー ２４，４４４ ２０，３７１ ４，０７３ 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
1. 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 － △４，１０２ ４，１０２ 
2. 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 － ３８，０１０ △３８，０１０ 
3. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △３３，８７２ △２６，７０１ △７，１７１ 
4. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ４，２９２ ８，７６０ △４，４６８ 
5. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △３６４ △７１４ ３５０ 
6. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 １０，４４９ ２，２６９ ８，１８０ 
7. 子 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 １，１０７ － １，１０７ 
8. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △４１１ ４１１ 
9. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 ９５６ － ９５６ 
10. 持分法適用会社株式の追加取得による支出 △１，３５６ △３，１３６ １，７８０ 
11. 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △３６３ △７２ △２９１ 
12. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ４９７ ６０ ４３７ 
13. そ の 他 △１，０６１ １，２８１ △２，３４２ 
   投資活動によるキャッシュ・フロー △１９，７１４ １５，２４４ △３４，９５８ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
1. 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △８，５１５ △２，０３３ △６，４８２ 
2. コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー の 純 増 減 額 １０，０００ － １０，０００ 
3. 長 期 借 入 に よ る 収 入 ５，７０１ ５，２５１ ４５０ 
4. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △１２，８０１ △８，５９８ △４，２０３ 
5. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入      ２０，０００ － ２０，０００ 
6. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △３１，６４９ △１０，４９１ △２１，１５８ 
7. 配 当 金 の 支 払 額 △３，０８８ △２，８０９ △２７９ 
8. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △１２８ △２１４ ８６ 
9. そ の 他 ３４３ △１７４ ５１７ 
   財務活動によるキャッシュ・フロー △２０，１４０ △１９，０７１ △１，０６９ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                   ５０８ △２，４６７ ２，９７５ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額                △１４，９０１ １４，０７６ △２８，９７７ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                ６１，６１３ ４１，６７３ １９，９４０ 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額                － ５，８６２ △５，８６２ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高                ４６，７１２ ６１，６１３ △１４，９０１ 
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

  （１）連結子会社 

連結子会社数は６７社（国内１９社、海外４８社）であり、全ての子会社を連結の範囲に含めております。 

     主要会社名：エヌエスケー販売㈱、ＮＳＫアメリカズ社、ＮＳＫヨーロッパ社、  

                  ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

  （２）持分法適用会社 

  持分法を適用する会社数は２２社（国内１４社、海外８社）であり、全ての関連会社に持分法を適用しております。 

     主要会社名：エヌエスケー・トリントン㈱、エヌエスケー・ワーナー㈱、㈱天辻鋼球製作所  
 

  （３）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結子会社  

・新規設立による増       ：７社 エヌエスケー・ステアリングシステムズ㈱、ＮＳＫプレシジョンアメリカ社、 

                    ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ・ポーランド社 他４社 

   ・連結子会社との合併による減少 ：４社   ㈱エヌエスケー・アタゴ、エヌエスケー関西㈱、高砂商事㈱、 

千歳商事㈱ 

 ・株式譲渡による減少            ：２社   ＮＳＫセフティ・テクノロジー社 他１社 

 ・会社清算等による減少          ：８社   明石電機工業㈱、ＮＳＫファイナンス・オランダ社  他６社    

   持分法適用会社  

      ・異動なし 
 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 海外連結子会社４８社および中外商事㈱の決算日は１２月末日であり、新日本鋼球㈱の決算日は２月末日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた連結会社間の重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。 
 

３．会計処理基準に関する事項 

    （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

② 棚卸資産 

  製品及び材料は、総平均法に基づく低価法であります。 

  仕掛品及び貯蔵品は、総平均法に基づく原価法であります。 
   
（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

  有形固定資産 

 原則として定率法によっておりますが、一部の連結子会社及び国内会社の平成10年４月１日以降に取得した 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。 
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（３）繰延資産の処理方法 

    支出時に全額償却しております。 
 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場 

により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 
 

（５）重要な引当金の計上基準   

  ① 貸倒引当金 

 連結会社間の債権債務を相殺消去した期末の金銭債権に対し、一般債権については貸倒実績率により、また貸倒 

懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま 

す。 

 ③ 役員退職慰労引当金 

  当社は役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
  

 （６）重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主として 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  一部の在外子会社については、通常の売買取引に準じた会計処理によっております。 
       

 （７）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

              為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件 

     を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

       ヘッジ手段          ヘッジ対象 

       為替予約      外貨建債権債務 
   金利スワップ        借入金 
   通貨オプション   外貨建債権債務 

③ ヘッジ方針 

当社グループは、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権債務の 

為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引及び通貨オプション取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に

金利スワップ取引を行うものとしております。 
 

   （８）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

       消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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４．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易 

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短 

期投資からなっております。 

 

 

追加情報 
 

（退職給付会計） 
 当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 
平成 10年 6月 16日））を適用しております。 
 退職給与引当金及び適格退職年金過去勤務債務は、退職給付引当金に含めて表示しております。 
 
（金融商品会計） 
  当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 
平成 11年 1月 22日））を適用しております。 
  期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、一年内に満期の到来する有価証券は流動資産として、 
それ以外は投資有価証券として表示しております。 
  
（外貨建取引等会計基準） 
当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」 
（企業会計審議会 平成 11年 10月 22日））を適用しております。 
 前期において「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、連結財務諸表規則の改正により、｢資本の 

部｣並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。 
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５． セ グ メ ン ト 情 報  

１．事業の種類別セグメント情報 

  機械部品部門の売上高、営業損益及び資産が全セグメントの連結売上高、営業損益の生じているセグメントの 

営業損益の合計額及び全セグメントの資産の合計額の９０％超であるため、事業の種類別セグメント情報は記載 

を省略いたしました。 

 

２．所在地別セグメント情報
         (単位 百万円)

     自　平成12年４月 1日
     至　平成13年３月31日

消    去
日   本 米  州 欧  州 アジア 計 又は全社 連  結

Ⅰ売上高及び営業損益
    売   上  高
(1)外部顧客に 347,065 76,446 70,258 39,373 533,144       － 533,144
   対する売上高

(2)       90,995 543 3,461 14,063 109,064 (109,064)       －

   
計 438,061 76,990 73,720 53,437 642,209 (109,064) 533,144

    営  業 費 用 413,581 72,599 76,663 49,126 611,971 (104,668) 507,303

    営  業 利 益 24,479 4,390 △2,942 4,310 30,238 (4,396) 25,841

Ⅱ資       産 675,492 65,332 71,813 54,629 867,269 (186,811) 680,457

         (単位 百万円)

     自　平成11年４月 1日
     至　平成12年３月31日

消    去
日   本 米  州 欧  州 アジア 計 又は全社 連  結

Ⅰ売上高及び営業損益
    売   上  高
(1)外部顧客に 322,070 68,218 63,957 32,292 486,539       － 486,539
   対する売上高

(2)       74,833 225 2,283 12,521 89,864 (89,864)       －

   
計 396,904 68,444 66,241 44,813 576,403 (89,864) 486,539

    営  業 費 用 381,633 64,760 70,027 41,277 557,698 (85,860) 471,837

    営  業 利 益 15,271 3,684 △3,786 3,536 18,705 (4,003) 14,701

Ⅱ資       産 625,085 62,551 71,137 43,599 802,373 (133,599) 668,774

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
      ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
             米  州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル
             欧  州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等
             アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等
      ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、

当連結会計年度　　　　４，２４８百万円
前連結会計年度　　　　４，７５１百万円

        であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。
      ４．前連結会計年度において、資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、
        ２８，６８３百万円であり、全額為替換算調整勘定であります。

セグメント間の内部
売上高又は振替高
セグメント間の内部
売上高又は振替高

セグメント間の内部
売上高又は振替高
セグメント間の内部
売上高又は振替高
セグメント間の内部
売上高又は振替高

 

 

 

 

当連結会計年度 

前連結会計年度 
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３．海外売上高 

自　平成12年4月 1日
至　平成13年3月31日

米  州 欧  州 アジア 計

百万円 百万円 百万円 百万円 
 Ⅰ 海外売上高 81,448  72,004  73,727  227,180  

百万円 
 Ⅱ 連結売上高 533,144  

 Ⅲ 連結売上高に占める ％ ％ ％ ％ 

    海外売上高の割合 15.3 13.5 13.8 42.6

自　平成11年4月 1日
至　平成12年3月31日

米  州 欧  州 アジア 計

百万円 百万円 百万円 百万円 
 Ⅰ 海外売上高 72,774  64,298  62,629  199,702  

百万円 
 Ⅱ 連結売上高 486,539  

 Ⅲ 連結売上高に占める ％ ％ ％ ％ 

    海外売上高の割合 14.9 13.2 12.9 41.0

（注） １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
       ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
       ３．各区分に属する主な国又は地域

米  州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等
欧  州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等
アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当連結会計年度   

前連結会計年度 
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６ ． 生 産 ・ 受 注 及 び 販 売 の 状 況  

販 売 実 績          
                                                                           (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成12年4月 1日  
至  平成13年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成11年4月 1日  
至  平成12年3月31日 

                        
  製 品 別                      

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

軸 受 318,405 59.7 303,239 62.3 5.0   

自 動 車 関 連 部 品 133,192 25.0 117,472 24.2 13.4 

精密機器関連部品 42,157 7.9 33,126 6.8 27.3 
機 械 
部 品 

小        計 493,755 92.6 453,838 93.3 8.8 

電 子 応 用 製 品 15,861 3.0 9,705 2.0 63.4 

そ の 他 23,527 4.4 22,994 4.7 2.3 
電子応用
製 品 等 

小 計 39,389 7.4 32,700 6.7 20.5 

合 計 533,144 100.0 486,539 100.0 9.6 
 
  
(注) 1.当社の製品は多品種であり、適切な数量表示が困難なため金額のみによって表示しております。 
  2.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
       
生 産 実 績          

                                                                            (単位 百万円) 
当連結会計年度 

自 平成12年4月 1日  
至  平成13年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成11年4月 1日  
至  平成12年3月31日 

                        
  製 品 別                      

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

軸 受 293,985 64.8 263,265 68.5 11.7 

自 動 車 関 連 部 品 98,328 21.7 76,654 20.0 28.3 

精密機器関連部品 44,324 9.7 31,164 8.1 42.2 
機 械 
部 品 

小        計 436,638 96.2 371,084 96.6 17.7 

電 子 応 用 製 品 等 17,281 3.8 13,146 3.4 31.4 

合 計 453,919 100.0 384,231 100.0 18.1 
 
(注)1.金額は平均販売価格によっております。 
  2.上記生産実績は外注加工費及び購入部品費を含んでおります。 
  3.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
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受 注 の 状 況           
   当社は主として受注による生産を行っておりますが、一部見込みによる生産を行っております。 
   受注状況は次のとおりであります。 
(１)受注高                                                                  (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成12年4月 1日  
至  平成13年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成11年4月 1日  
至  平成12年3月31日 

                        
  製 品 別                      

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

軸 受 336,942 64.1 304,659 63.9 10.6 

自 動 車 関 連 部 品 134,405 25.6 116,942 24.5 14.9 

精密機器関連部品 37,877 7.2 44,131 9.2 △14.2 
機 械 
部 品 

小        計 509,224 96.9 465,733 97.6 9.3 

電 子 応 用 製 品 等 16,422 3.1 11,393 2.4 44.1 

合 計 525,647 100.0 477,126 100.0 10.2 

 

(２)受注残高                                                                 (単位 百万円) 
当連結会計年度 

自 平成12年4月 1日  
至  平成13年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成11年4月 1日  
至  平成12年3月31日 

                        
  製 品 別                      

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

軸 受 55,715 64.9 66,126 64.0 △15.7 

自 動 車 関 連 部 品 19,627 22.9 22,197 21.5 △11.6 

精密機器関連部品 8,926 10.4 13,660 13.2 △34.7 
機 械 
部 品 

小        計 84,268 98.2 101,984 98.7 △17.4 

電 子 応 用 製 品 等 1,534 1.8 1,372 1.3 11.8 

合 計 85,803 100.0 103,357 100.0 △17.0 
 
(注) 1.金額は平均販売価格によっております。 
  2.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
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     ７．有価証券 
１．当連結会計年度 
 
（１）その他有価証券で時価のあるもの（平成 13 年 3月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

当連結会計年度 (平成 13 年 3 月 31 日) 

連結貸借対照表 種    類 
取得原価 計 上 額 差  額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)    

① 株 式 25,347 74,167 48,820 

② 債 券    

   国債・地方債等 - - - 

   社 債 279 285 5 

   その他 50 51 1 
 ③ その他 200 200 0 

小  計 25,878 74,705 48,827 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)    

① 株 式 32,819 29,328 △3,490 

② 債 券    

   国債・地方債等 9 9 △0 

   社 債 196 190 △5 

   その他 1 1 △0 

③ その他 636 443 △192 

小  計 33,663 29,974 △3,689 

合  計 59,541 104,679 45,138 
 
 
（２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 12 年 4 月 1 日～平成 13 年 3月 31 日） 

（単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額    
10,449 3,752 140 

   
 
 
（３）時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 13 年 3月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

内  容 連結貸借対照表計上額  
① 関連会社株式 39,947   
② その他有価証券    

非上場株式・出資金等  1,121 
  

非上場債券 500 
  

マネー・マネージメント・ファンド等 20,622 
  

国内ＣＤ 2,500 
  

合  計 64,691 
  

 
 
（４）その他有価証券のうち満期があるもの（平成 13 年 3月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

債 券     
 国債・地方債等 - 9 - - 

 社 債 11 420 
 

- 44 

 その他 1 51 - - 

合  計 12 482 - 44 
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２．前連結会計年度 

 (単位 百万円) 

前連結会計年度（平成12年３月31日現在) 
種        類 

連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益 

 流 動 資 産 に 属 す る も の    

      株 式 ６８，０６０ １６５，８６１ ９７，８００ 

      債 券 ５６４ ５４３ △ ２０ 

      そ の 他 ４４２ ３９３ △ ４８ 

      小 計 ６９，０６７ １６６，７９８ ９７，７３１ 

 固 定 資 産 に 属 す る も の    

      株 式 １１，５００ １０，５８５ △ ９１５ 

      債 券 － － － 

      そ の 他 ４９４ ５０４ ９ 

      小 計 １１，９９５ １１，０９０ △ ９０５ 

 合       計 ８１，０６３ １７７，８８９ ９６，８２６ 

 (注) 1. 時価の算定方法 
 
① 上 場 有 価 証 券                
  主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 
② 店 頭 売 買 有 価 証 券                
  日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 
③ 非上場の証券投資信託の受益証券 
  基準価格によっております。 

 
    2. 開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 

   
(流動資産に属するもの) 残存償還期間が１年以内の非上場国内債券            １百万円 
 非上場株式(店頭公開株式を除く) ０ 
 マネー・マネージメント・ファンド等 ３７，１６７ 
 クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 １，０００ 
 非上場の外国債券 １，０００ 
   
(固定資産に属するもの) 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２８，８８８ 
 出資金 ９９ 
 クローズド期間内の証券投資信託の受益証券 １３ 
 非上場債券等 ５１９ 
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８．デリバティブ取引 

 
１．当連結会計年度 
 
(1) 通貨関連 

 (単位 百万円) 

 当連結会計年度(平成13年3月31日現在) 

種       類 契 約 額 等 
区 

 

分 

  う ち 一 年 超 
時 価 評 価 損 益 

為替予約取引     

  売建     

   EURO 1,967 - 2,064 △96 

  買建     

   US$ 284 - 276 △8 

   STG£ 98 - 105 6 

   DM 24 - 21 △3 

   日本円 1,692 - 1,594 △97 

通貨オプション取引     

   売建     

EURO 
513 

(0) 

- 

 

 

△33 

 

△33 

買建     

市

場

取

引

以

外

の

取

引 
   EURO 

1,026 

(0) 

- 

 

 

0 

 

0 

合 計 - - - △232 

 

（注）1. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

2. オプション取引は、将来の特定の日において一定の為替レンジで交換する取引であり、オプション料は発生し

ておりません。 

3. 当期末において金利関連の該当事項はありません。 
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２．前連結会計年度 
 
(1) 金利関連                                 (単位 百万円) 

 前連結会計年度(平成12年3月31日現在) 

種       類 契 約 額 等 
区 

 

分 

  う ち 一 年 超 
時 価 評 価 損 益 

金 利 ス ワ ッ プ 取 引     

 受 取 固 定 ・ 支 払 変 動 23,760 － 699 699 

 支 払 固 定 ・ 受 取 変 動 23,076 2,376 △712 △712 

市
場
取
引
以
外
の
取
引  受 取 固 定 ・ 支 払 固 定 5,000 － 7 7 

合 計 51,836 2,376 △6 △6 

 （注）時価は、金利スワップ取引を約定した金融機関から提示された評価額により算定しております。 
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９．退職給付 

 

１．採用している退職給付制度の概要 
 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度等の年金制度及び退職一時金
制度を設けております。また、一部の海外連結子会社では確定給付型の制度を設けております。なお、
当社は退職給付信託を設定しております。 

 
２．退職給付債務に関する事項（平成 13 年 3 月 31 日現在） 
                                          （単位 百万円） 

①退職給付債務 △１１３，２７２ 
②年金資産 ９３，５７８  
③未積立退職給付債務 ①＋② △１９，６９４  
④会計基準変更時差異の未処理額  ― 
⑤未認識数理計算上の差異 ３，６５３ 
⑥未認識過去勤務債務 １，０５４  
⑦連結貸借対照表計上額純額 ③＋④＋⑤＋⑥ △１４，９８６ 
⑧前払年金費用  ― 
⑨退職給付引当金 ⑦－⑧   △１４，９８６ 

 
３．退職給付費用に関する事項（平成 12 年 4 月 1 日～平成 13 年 3 月 31 日） 
                                            （単位 百万円） 

①勤務費用     ４，６５８   
②利息費用 ２，５４１ 
③期待運用収益 △１，７１４ 
④会計基準変更時差異の費用処理額 １７，９０７ 
⑤数理計算上の差異の費用処理額 △３ 
⑥過去勤務債務の費用処理額 １３７ 
⑦退職給付費用 ①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥ ２３，５２６ 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
②割引率 主として 3.0% 
③期待運用収益率 主として 3.0% 
④過去勤務債務の額の処理年数   主として 5年 
⑤数理計算上の差異の処理年数   主として 10年 
⑥会計基準変更時差異の処理年数    １年 

 
 
 
１０．関連当事者との取引 

 
    重要な取引が無いため、その記載を省略しております。 
 
 
 
 
 

 
 


